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メコン地域投資セミナー

～物流インフラの整備が進む
メコン地域でのビジネス展開について～

（独）中小企業基盤整備機構
経営支援専門員

小宮山 大陽

平成２０年８月８日（金）

（注）統計データは、出所について特記なきものは「２００７アセアン日本統計ポケット
ブック（日本アセアンセンター）」から作成
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アジア
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メコン経済圏
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ＧＭＳにおける主要物流網

出所：

ジェトロセンサー

２００８年７月号
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ＧＭＳ（大メコン圏）について

• アジア開発銀行（ＡＤＢ）は、１９９２年メコン川下流域４カ国
（タイ、ベトナム、ラオス、カンボジア）にミャンマー、中国雲南
省を加えた５カ国、１地域による経済協力プログラム（ＧＭＳ
プログラム）を発足させた

• 目的はメコン地域の経済開発・発展の促進

• メコン川流域開発は、ＣＬＭＶによるＡＳＥＡＮ加盟により、ＡＳ
ＥＡＮにおける最重要テーマとなり、多くの国際機関・援助機
関によって、多くの開発プログラムが展開されてきている

• 日本も積極的に開発に協力してきている

• 中国による積極的な関与もあり、２００５年中国広西チワン
族自治区がＧＭＳに加盟、現在ＧＭＳ（大メコン圏）の対象は
５カ国・２地域となっている
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ＧＭＳ経済協力の枠組み

• 東西経済回廊などのインフラプロジェクトの建
設と整備

• 国境貿易・投資の円滑化

• 民間部門参加と競争力強化

• 人的資源と技術能力の開発

• 環境保護及び天然資源管理

• その後、通信分野での協定、観光開発の協
力などの行動計画が追加され、現在に至って
いる
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メコン地域諸国基礎情報
タイ ベトナム カンボジア ラオス ミャンマー

国名 タイ王国 ベトナム社
会主義共
和国

カンボジア
王国

ラオス人民
民主共和
国

ミャンマー
連邦

政治体制 立憲君主
制

社会主義
共和制

立憲君主
制

人民民主
共和制

軍事体制

首都 バンコク ハノイ プノンペン ビエンチャ
ン

ネーピー
ドー

人種 タイ族 キン族 クメール族 ラオ族 ビルマ族

言語 タイ語 ベトナム語 クメール語 ラオス語 ミャンマー
語

宗教 仏教 仏教 仏教 仏教 仏教
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ＧＭＳ地域の経済規模 ２００６年

面積
（１万ｋ㎡）

人口
（百万人）

名目ＧＤＰ
（１０億ドル）

一人当たり
ＧＤＰ（ドル）

タイ ５１ ６６ ２０６ ３１４０

ベトナム ３３ ８４ ６１ ７２０

カンボジア １８ １４ ７ ５００

ラオス ２４ ６ ４ ５７０

ミャンマー ６８ ５７ １３ ２３０

雲南省 ３９ ４５ ５０ １１００

広西チワン族
自治区

２４ ４７ ６１ １３００

合計 ２５７ ３１９ ４０２

出所： ジェトロセンサー ２００８年 ７月号
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ＧＭＳ諸国実質ＧＤＰ成長率
２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７

タイ ７．１ ６．３ ４．５ ５．１ ４．８

ベトナム ７．３ ７．８ ８．４ ８．２ ８．５

カンボジア ８．６ １０．０ １３．４ １０．８ ９．６

ラオス ６．１ ６．４ ７．１ ７．６ ７．１

ミャンマー １３．８ １３．６ １２．６ ７．０ ５．５

出所：「２００７アセアン日本統計ポケットブック（日本アセアンセンター）」より作成

注：タイとベトナム以外は一部推定値
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タイの経緯

• １９５９年にＢＯＩ（投資委員会）を設置、早い段階から外資を
積極的に導入、工業化を推進 １９８０年代以降、外国直接
投資の増大・輸出産業の成長により、経済は順調に発展

• １９９７年バーツの急落に端を発し、流入していた膨大な短
期資本が流出、アジア通貨危機が発生、経済が大きく落ち
込んだ

• 自動車産業を中心として産業集積が進んでいたこともあり、
輸出が牽引し、経済は徐々に回復、２００１年にやや落ち込
んだが、その後拡大傾向に転じた

• ２００６年９月軍によるクーデターが発生、暫定政権が発足
するなど政情不安に見舞われたが、２００８年２月にサマック
新政権が発足、タクシン政権時代の政策は概ね引き継がれ
ており、ＡＳＥＡＮ、メコン経済圏の中核国家として、同国の果
たす役割・存在感は大きい
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ベトナムの経緯

• １９５４年フランスから独立、その後ベトナム戦争、カンボジア
侵攻、中越戦争と１９７０年代まで戦争状態が続いた

• １９７６年南北が統一、１９８６年ドイモイ（刷新）政策が採用
され、市場経済導入による経済改革を推進

• １９９５年米国と国交を樹立、アセアンに加盟、第一次ベトナ
ムブームを招来、２００１年米越通商協定発効により、対米
輸出が大きく伸び、第二次ベトナムブームを招来

• その間、２００３年日越投資協定と日越共同イニシアチブを
発足、日本からの投資も活発化、アセアンの中で最も高い
成長を遂げている

• ２００７年ＷＴＯに加盟による更なる開放政策により、一層の
外資導入を図ってきたが、ここへきてインフレ高進、貿易赤
字拡大等経済の変調を来たしている
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カンボジアの経緯

• １９５３年フランスから独立後、ロン・ノルら反中親米派と親中
共産勢力のクメール・ルージュとの内紛が勃発、１９７５年内
紛に勝利したクメール・ルージュのポル・ポト政権が成立、大
量の自国民虐殺が行われた

• １９７９年ベトナム進攻によりヘン・サムリン政権が成立、以
後内戦が続いたが、１９９３年国連暫定統治機構（ＵＮＴＡＣ）
監視による議会選挙が行われ、ラナリット第一首相（フンシ
ンペック党）、フン・セン第二首相（人民党）の連立政権が成
立、両党間で権力闘争が行われ、１９９８年にフン・セン政権
が成立、現在に至っている

• 最貧国レベルではあるが、ここ数年観光業、衣料品輸出が
好調で、高い経済成長を遂げている シアヌーク沖合で発見
された油田開発を目的とした投資など、外国からの投資が
急増している
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ラオスの経緯

• １９５３年フランスから独立、その後内戦が繰り返さ
れた １９７５年王制が廃止されラオス人民民主共
和国が成立 １９８６年以降「チンタナカンマイ（新思
考）」と呼ばれる改革が進められ、統制経済から市
場経済への転換が行われた

• １９９１年のソ連邦崩壊により、全方位外交へ転換、
１９９７年にアセアンに加盟した 政府としては積極
的に外資を誘致し、経済発展への浮揚を図るべく模
索中

• ラオスは地理的・文化的・言語的にタイと密接な関
係にあり、タイへの経済依存度が高い
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ミャンマーの経緯

• １９４８年イギリス連邦を離脱し、ビルマ連邦共和国として独
立した １９６２年軍事クーデターが起き、軍事独裁体制社会
主義路線がとられ、鎖国政策、市場経済の廃止が唱えられ
た

• １９８８年民主化運動が高揚、クーデターにより、軍部が国家
権力を掌握、１９９０年アウンサンスーチーらが総選挙で圧
勝したが、軍政は議会招集を拒否し、民主化勢力の弾圧を
強化

• インド・タイ・中国などと国境を接し、軍事独裁政権の下、実
質鎖国状態にある 米国による経済制裁などにより経済は
低迷している

• 紆余曲折はあるにしても、流れとして民主化、開放経済の方
向に向かうと思われ、将来の有望な投資先として注目される



15

ＧＭＳの中核国家、タイとベトナム

• 日系企業を中心に外資企業の集積が進み、更に戦略的な
経済政策の下に発展を遂げるタイと、近年ＦＤＩの積極的導
入により、経済発展著しいベトナムは、ＧＭＳの経済発展を
牽引する中核国である

• 両国はラオス経由で東西回廊により連結された またカンボ
ジア経由で南部回廊により連結される 将来的に両国間の
分業（交流）と域外市場への生産・物流拠点形成というかた
ちで相互発展が見込まれる

• タイ、ベトナム共に日本の技術力と長期的視点に立った経営
姿勢を高く評価しており、裾野産業の育成という観点から、
日系企業の進出を強く望んでいる 両国共に日本と文化的・
歴史的に違和感がなくかつ親日的である 日本としてはタイ、
ベトナムとの関係をベースとして、一層のＧＭＳへの関与が
望まれる
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ＧＭＳの中核国家、タイとベトナム
タイについて

• 戦略的経済政策
①自動車、電機・電子産業の拡大
②知識集約型産業の拡大
③基幹産業の拡大

• ２０１０年に自動車年産２００万台体制（エコカー投
資優遇策）、アセアンでトップレベルの高炉建設

• ＥＨ戦略によりインド、豪州とのＦＴＡを締結、タイ進
出企業の事業拡大に繋がる

• ＧＭＳ、アセアン及び西南アジア、大洋州、東アジア
を含めた広域経済圏を見据えた安定・有望な事業
展開先である
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タイとＧＭＳ

• ＧＭＳにおいて、タイは主導的な役割を果たしている

• 特に物流網・国境経済地区等のインフラの開発にお
いて、近隣諸国に対し、積極的な援助をしている

• ＣＬＭＶとの貿易、ＣＬＭＶへの投資は大きく伸びて
いる 特徴として相手国の大半がベトナムである
貿易におけるＣＬＭＶによるタイへの依存度は高い
投資受け入れ側としてはミャンマーでタイが１位、ラ
オス、カンボジアは中国に次いで２位である



18

ＧＭＳの中核国家、タイとベトナム
ベトナムについて

• 目標：２０２０年に工業国になる
• 日本からのＯＤＡ３大プロジェクト

①南北高速道路
②南北高速鉄道
③ホアラックハイテクパーク

• 過剰流動性により、インフレ高進、貿易赤字急拡大
等の経済変調を来たしているが、今後鎮静化に向
かう

• ビジョンを持った経済・産業政策が望まれるが、ＧＭ
Ｓ、アセアン及び西南アジア、大洋州、東アジアを含
めた広域経済圏を見据えた中・長期的に安定・有望
な事業展開先である
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ベトナムとＧＭＳ

• ベトナムの高い経済成長率、それを支える貿易及び
対内投資の伸びはＧＭＳへの影響力を高めており、
ＧＭＳ開発において、タイと共にベトナムの果たす役
割は非常に大きい

• 隣接する中国、ラオス、カンボジア、更にタイとの関
係は急速に緊密化している

• 特にラオスとの関係は緊密で、ラオスにとってベトナ
ムはタイに次いで大きな貿易相手国である またベ
トナムにとってラオスは最大の投資先国である
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ＧＭＳの新興投資先
カンボジアとラオス

• 両国共にタイ、ベトナムというＧＭＳの２大中核国を
繋ぐ中継点に立地、補完的生産拠点及び物流中継
拠点として注目を浴びつつある

• 両国共に政治・社会が安定、経済特区（ＳＥＺ）開発、
外資誘致策を含む投資環境の整備などを積極的に
進めている

• 両国共に天然資源に恵まれ、人件費も廉価である

• 今後ＧＭＳ圏内の広域物流網の整備が進むにつれ
て、交通の要衝として発展が期待されると共に、両
国におけるビジネス機会が拡大すると思われる
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ＧＭＳの新興投資先 カンボジア

• バンコク・ホーチミンの中継地点として発展する プノンペン
はバンコク、ホーチミンに次ぐ第３の都市へと変貌する

• 中・韓・台企業が積極的に事業進出、日本は最大のＯＤＡ供
与国ながら民間投資は大幅に遅れている

• 天然資源（ボーキサイト、銅、原油など）が豊富

• 米国・ＥＵは最恵国待遇を供与しており、それを活用しての
縫製業が盛ん

• 同国経済において華僑が大きな影響力を持っている

• 投資環境としては土地所有について制限がある以外は、出
資比率制限や規制分野がなく独資も可能（積極的な外資誘
致）

• シアヌークビル経済特区（ＳＥＺ）開発が注目されている

• ＣＤＣ（カンボジア開発評議会）が投資を管理（許可、ライセン
ス発行）

• ワーカーの人件費は＄５０～６０/月、電力は割高
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ＧＭＳの新興投資先 ラオス

• Land-Locked → Land-Linked
• タイからの投資が圧倒的に多い 近年は中国からの投資が増加 日本

からは間接投資としてタイに進出済みの日系企業が分工場を建設する
動きが活発化しつつある 今後ベトナムからの間接投資、更には直接日
本からの投資が増えることが予想される 尚、日本はＯＤＡの最大の供
与国である

• 政府による投資奨励分野は発電、鉱業、衣料品、手工業、農業、ホテ
ル・レストラン等のサービス業、通信・銀行業、植林事業など

• 投資環境として
①天然資源（金、銅、水力）が豊富である
②国民性が穏やかで親日的
③安価な労働コスト（＄３０～４０、タイの１/３、ベトナムの半分、カンボジ
アの２/３）
④１００％独資も可能、合弁は外国側持分比率最低３０％
⑤工業用電気料金：＄０．０３/ｋＷＨ
⑥ＧＳＰ（一般特恵関税）を供与されている

• ２００８年８月３日、日・ラオス投資協定が発効
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ＧＭＳで潜在力を秘めたミャンマー

• ２００７年８月中旬～９月末に大規模デモが発生、欧米豪は経済制裁を課してい
る

• 慢性的な財政赤字、インフラ整備が停滞、国内経済も停滞
• 天然資源が豊富（農水産物、鉱石、水力、天然ガス）
• タイとの関係が圧倒的に大きい、近年中国が接近、インドは軍事面で接近、進出

日系企業数は２００６年末現在６１社
• 法・制度が未整備かつ不透明、外貨管理が不透明、対外外貨決済は原則的に

不可
• 縫製・靴を中心とした労働集約型の１００％輸出加工型企業
• 安価で豊富な労働力（＄３０/月）
• 電力不足が深刻
• 仏教など文化的な背景が日本に近く、国民性は真面目で穏やか
• インフラ整備が悪く、リードタイム（輸送）に時間がかかる
• 東西経済回廊を主とする物流インフラの整備が、同国のＧＭＳにおける役割及

び同国の経済発展を大きく高める
• 政治的環境が改善され、投資上の阻害要因が解決されれば、投資先としての魅

力は極めて大きくなる
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３つの経済回廊

• 東西経済回廊（１４５０ｋｍ）
ダナンーフエードンハーーラオバオ＝デンサワンーサワナ
ケート＝ムクダハンーコンケンーピサヌロークーメーソート＝
ミヤワディーモーラミャイン

• 南部経済回廊（９００ｋｍ、１０２０ｋｍ）
バンコクーアランヤプラテート＝ポイペトーシソフォンーシェ
ムリアップ、バッタンバンープノンペンーネアックルンーバ
ベット＝モクバイーホーチミンーブンタウ

• 南北回廊（約２０００ｋｍ、８００ｋｍ、４３０－１２３０ｋｍ）
昆明＝ミャンマールート、ラオスルート＝チェンライーピサヌ
ロークーバンコク
昆明＝ハノイーハイフォン＝南寧ー広州
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整備される物流網において
発展する経済地区

• 東西経済回廊
ラオバオ（ベトナム）＝デンサワン（ラオス） サワナケート（ラ
オス）＝ムクダハーン（タイ） コーンケ－ン（タイ） ピサヌ
ローク（タイ） メーソート（タイ）＝ミヤワディ（ミャンマー）

• 南部経済回廊
モックバイ（ベトナム）＝バベット（カンボジア） シソフォン、ポ
イペト（カンボジア）＝アランヤプラテート（タイ） トラート（タ
イ）＝コッコン（カンボジア）

• 南北経済回廊
チェンラーイ経済地区 ラオスルート チェンコン（タイ）＝フ
エサイ（ラオス） ミャンマールート メーサイ（タイ）＝タチレク
（ミャンマー） ボーテン（ラオス） マインラー（ミャンマー）
ノーンカーイ（タイ）＝ビエンチャン（ラオス） ランソン（ベトナ
ム）＝友誼関（中国）
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ＧＭＳでの事業展開に
当たっての留意点

• 事業化調査に当たっては、一国としての現状ではなく、中・
長期的にＧＭＳ、アセアンを中心とする広域経済圏の中で捉
える

• ＧＭＳ域内が相互の連結を深め、面として一体的な発展を遂
げつつあるも、あくまで各国の国情は大きく異なり、投資環
境・条件も大きく異なるので、進出国の選定は慎重に

• 進出目的を明確化する

• 事前調査及び事業化調査は綿密に

• 自社の強みとネットワークを最大限活用できる分野とする

• 投資リスクの認識と初期投資のミニマイズに心がける

• 専門分野における情報ソースを複数持つ
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ＧＭＳ諸国・地域の対外貿易
２００６年（億ドル）
輸出 輸入 合計 貿易収支

タイ １３０６ １２８６ ２５９２ ＋２０

ベトナム ３９８ ４４９ ８４７ －５１

カンボジア ３７ ４７ ８４ －１０

ラオス ９ １１ ２０ －２

ミャンマー ３６ ２０ ５６ ＋１６

雲南省 ３１ ３３ ６４ －２

広西チワン族
自治区

３８ ３８ ７６ ０
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ＧＭＳ諸国の主要貿易相手国（１）
２００６年

タイ ベトナム

輸出 輸入 輸出 輸入

相手国
億ド

ル
相手国

億ド
ル

相手国
億ド

ル
相手国

億ド
ル

米国 197 日本 258 米国 84 中国 82

日本 166 中国 136 日本 49
シンガポー

ル
60

中国 118 米国 87 豪州 37 日本 46

シンガポー
ル

84
マレーシ

ア
85 中国 23 韓国 45

香港 72 ＵＡＥ 72 ドイツ 18 タイ 34
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ＧＭＳ諸国の主要貿易相手国（２）
２００６年

カンボジア ラオス ミャンマー

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

相手国
億ド

ル
相手国

億ド
ル

相手国
億ド

ル
相手国

億ド
ル

相手
国

億ド
ル

相手国
億ド

ル

米国 19 香港 5 タイ 4.6 タイ 11.3 タイ 21 中国 13

香港 5 中国 5 ベトナム 1.1 中国 1.9 インド 6 タイ 8

ドイツ 2 タイ 4 中国 0.5 ベトナム 0.9 中国 2
シンガポー

ル
6

英国 2 ベトナム 3
マレーシ

ア
0.5

シンガポー
ル

0.5 日本 2 マレーシア 2

シンガポー
ル

1
シンガポー

ル
2 ドイツ 0.4 日本 0.2 ドイツ 1 韓国 2
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ＧＭＳ諸国の産業別ＧＤＰ構成比（％）

タイ
（２００５）

ベトナム
（２００５）

カンボジア
（２００４）

ラオス
（２００４）

ミャンマー
（２００３）

項目 構成比 項目 構成比 項目 構成比 項目 構成比 項目 構成比

製造業 34.7 農業 20.9 農業 32.9 農業 47.0 農業 50.6

商業 14.8 製造業 20.7 製造業 21.5 製造業 20.4 商業 22.6

農業 9.9 商業 13.6 商業 15.3 商業 10.5 運輸・通信業 10.1

運輸・通信業 7.5 鉱業 10.5 運輸・通信業 7.4 運輸・通信業 6.5 製造業 9.8

金融業 6.6 行政 8.6 建設業 6.7 行政 3.6 建設業 3.9
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ＧＭＳ諸国の外貨準備高と
外国為替相場（２００６年末）

外貨準備高

（億ドル）

外国為替相場

（１ドル）

タイ ６５３ ３６．０４５５

バーツ

ベトナム １３４ １６，０５４

ドン

カンボジア １２ ４，０５７

リエル

ラオス ３ ９，７４５

キップ

ミャンマー １２ ５．６５５７５

チャット
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日本のＧＭＳ諸国に対する二国間ＯＤＡ
２００５年（百万ドル）

無償資金
協力

技術協力 贈与計 政府貸付
等

合計

タイ ３ ６７ ７０ －３８４ －３１４

ベトナム ５１ ７２ １２２ ４８０ ６０３

カンボジア ５３ ４３ ９７ ４ １０１

ラオス ２３ ３０ ５３ １ ５４

ミャンマー ７ １９ ２６ ０ ２５
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タイへの国別投資シェア
と業種別シェア（２００６年）

金額
（百万ドル）

％

日本 ３，０４１ ４３．２

米国 １，８８５ ２６．８

シンガ
ポール

４９５ ７．０

台湾 ２７６ ３．９

香港 ２６５ ３．８

合計 ７，０３９ １００．０

金額

（百万ドル）

％

化学・紙 ２，６５８ ３７．８

電気・電子
製品

１，５２９ ２１．７

金属製品・
機械

１，４３２ ２０．３

サービス ８１２ １１．５

農産物 ２９４ ４．２

合計 ７，０３９ １００．０
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ベトナムへの国別投資シェア
と業種別シェア（２００６年）

金額

（百万ドル）

％

韓国 ２，５７４ ２５．２

香港 １，５９７ １５．７

日本 １，３３９ １３．１

米国 ７９１ ７．８

ケイマン島 ７１１ ７．０

合計 １０，２０１ １００．０

金額
（百万ドル）

％

重工業 ５，３１９ ５２．１

軽工業 １，２７４ １２．５

ホテル・観
光

６２５ ６．１

オフィス
リース

５５０ ５．４

新都市建
設

５２６ ５．２

合計 １０，２０１ １００．０
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カンボジアへの国別投資シェア
と業種別シェア（２００６年）

金額

（百万ドル）

％

韓国 １，０１０ ２２．９

中国 ７１７ １６．２

ロシア ２７８ ６．３

タイ １００ ２．３

米国 ６２ １．４

合計 ４，４１５ １００．０

金額

（百万ドル）

％

建設 ２，４４５ ５５．４

農業 ５１４ １１．６

エネル
ギー

１９４ ４．４

衣類 １４１ ３．２

セメント １３２ ３．０

合計 ４，４１５ １００．０
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ラオスへの国別投資シェア
と業種別シェア（２００６年）

金額

（百万ドル）

％

タイ ６５５ ２４．３

中国 ４２３ １５．７

日本 ４０２ １４．９

インド ３５０ １３．０

ベトナム ２６１ ９．７

合計 ２，７００ １００．０

金額

（百万ドル）

％

発電 １，７７７ ６５．８

農業 ４５９ １７．０

建設 １３１ ４．９

手工業 １２３ ４．６

商業 ８６ ３．２

合計 ２，７００ １００．０
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ミャンマーへの国別投資シェア
と業種別シェア（１９８８～２００６年）

金額

（百万ドル）

％

タイ ７，３７６ ５１．２

英国 １，８１１ １２．６

シンガポー
ル

１，４３４ １０．０

マレーシア ６６１ ４．６

香港 ５０４ ３．５

合計 １４，４０１ １００．０

金額
（百万ドル）

％

電力 ６，３１１ ４３．８

石油・ガス ２，９３９ ２０．４

製造業 １，６１０ １１．２

不動産 １，０５７ ７．３

ホテル・観
光

１，０３５ ７．２

合計 １４，４０１ １００．０
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ＧＭＳ諸国の在留邦人数と日本の
当該国人在留登録者数（２００６年）

在留邦人数（％） 在留外国人数（％）

タイ ４０，２４９（３．８） ３９，６１８（１．９）

ベトナム ４，７５４（０．４） ３２，４８５（１．６）

カンボジア ８７８（０．１） ２，３５３（０．１）

ラオス ４４２（０．０４） ２，４７８（０．１）

ミャンマー ６０５（０．１） ５，９１４（０．３）

合計 １，０６３，６９５（１００．０） ２，０８４，９１９（１００．０）
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ＧＭＳ諸国への日本人旅行者数と
同諸国からの留学生数（２００６年）

日本人旅行者数（千人） 留学整数

タイ １，３１２ １，７３０

ベトナム ３８４ ２，１２０

カンボジア １５８ ２８０

ラオス ２３ ２７０

ミャンマー １９ ７３０

合計 １７，５３５ １１８，０００
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ＧＭＳ諸国のメディア普及率
日刊紙部数

成人千人当
り（２００５）

ＰＣ台数

１００人当り
（２００５）

テレビ台数

１００人当り
（２００３）

インターネッ
ト利用者数

１００人当り
（２００６）

携帯電話加
入数（１００

人当り
（２００６）

タイ １９７ ５．８ ２８．５ １３．１ ６３

ベトナム ３２ １．３ ２０．８ １７．２ １８

カンボジア ー ０．３ ０．８ ０．３ ８

ラオス ー １．７ ５．７ ０．４ １１

ミャンマー １５ ０．７ ０．７ ０．０６ ０．３
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ご清聴有難うございました

（独）中小企業基盤整備機構

経営支援専門員

小宮山 大陽

電話：０３－５４７０－１５２２

ＦＡＸ：０３－５４７０－１５２７

Ｅメール：tkokusai11@smrj.go.jp
ホームページ：http//www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/


